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Ⅱ．機械のリスクアセスメントの進め方の要点 
１．リスクアセスメントとは 

リスクアセスメントとは、利用可能な情報を用いてリスク分析及びリスク評価のすべての

プロセスを実施することによって、当該リスクが適切に低減されているかを判断することを

いいます。このリスクアセスメントの実施によって、機械設備が包含するリスクの存在とそ

の大小が明らかになるので、リスク低減の必要性の有無を的確に判断することができます。

そしてこれに基づく適切なリスク低減策をとることが可能となり、さらにこの手順を繰り返

し実施することで、より効果的かつ最適な保護方策を見いだし、これを組み入れることによ

り高度に安全化した機械設備を労働者に使用させることが可能となります。 
 

２．リスクアセスメントと保護方策実施の手順 

機械の設計・製造等を行う場合は、リスクアセスメント及びそれに基づく保護方策を実施

する必要があり、以下の手順に従ってリスクが適切に低減されるまでこの手順を繰り返し実

施するのが原則です。 
 

【手順１】機械の制限に関する仕様の指定を行う。 

【手順２】危険源をすべて洗い出し、その中から危険状態を漏れなく同定する。 
この手順は、危険源の同定を行う段階である。危険源とは労働災害を引き起こす根

源で、危険状態とは労働者が危険源にさらされる状態（リスクが発生）を言う。 

【手順３】同定されたそれぞれの危険源のリスクを見積る。 

【手順４】見積ったリスクをリスク低減の必要があるかを判断することにより評価する。 

【手順５－１】「本質的安全設計方策」によってリスクを除去又は低減する。 

低減が必要と判断したリスクに対し、保護方策の第１段階として実施を検討する。 

【手順５－２】「安全防護」によってリスクを低減させる。 

手順５－１により十分に低減し得ないリスクに対して、第２段階として検討する。 

【手順５－３】「付加保護方策」を講じることによってリスクを低減させる。 

手順５－２でも十分に低減し得ないリスクに対して、第３段階として検討する。 

【手順５－４】「使用上の情報の提供」を行い、機械の残留リスクを使用者に通知する。 

手順５－１～３の保護方策を実施してもリスクが残ってしまった場合に、「使用上の

情報」を作成して、機械の使用者に適切に通知する。これには、警告文、警告標識、

警報装置、付属文書などがある。教育・訓練・保護具の使用、追加の防護物の設置に

ついても適切に情報提供する必要がある。 

【手順６】保護方策実施後のリスクの再評価を実施する。 
これまで検討した保護方策が妥当なものかどうかを審査する段階で、新たなリスク

の発生がないかどうかも検討する。保護方策の妥当性が確認できたら、続いて手順２

～手順４に準じた方法でリスクの再評価を実施する。 

【手順７】リスクアセスメント、保護方策の実施内容を文書化する。 

手順１から順次実施してきた内容を、その時々の記録表等に基づいてまとめる。 



Ⅲ．リスクアセスメント事例の概要 
 

１ Ａ社：製品箱詰め機（機械製作設置工事業） 

食料品の製造設備を設計・製造・設置する従業員約３０名の事業場に、機械設備のリスク

アセスメント支援を行った事例です。 

対象とした機械は量産機ではなく、使用者の要求に応じて設計・製造を行う受注生産品で、

容器に充填された食品等をロボットアームを用いて自動で整列・箱詰めを行う装置です。 

使用者の要求に応じて設計・製造を行う受注生産品であるため、受注生産型のリスクアセ

スメントとして参考になります。 

 

２ Ｂ社：汎用送風機、１５００ｋＮプレス機械（一般機械器具製造業） 

Ｂ社は、汎用送風機のメーカーで、生産設計から材料加工・製品組立までの一貫生産体制

で汎用送風機を製造しています。 

同社では、既にＯＳＨＭＳの一環として、中央労働災害防止協会方式に準拠したリスクア

セスメントを実施しており、今回の支援事業には、このリスクアセスメントの妥当性を機械

安全の視点で評価して欲しいとの考えから応募したものです。支援においては、送風機メー

カーとしての送風機に係るリスクアセスメントと、動力プレスを使用して機械加工を行うユ

ーザーとしてのリスクアセスメントという両面からの支援を行っています。 

 

３ Ｃ社：立旋盤、特殊旋盤（一般機械器具製造業） 

工作機械、包装機等を設計製造する従業員約１２０名の事業場に、機械設備のリスクアセ

スメント支援を行った事例です。 

対象とした機械は立旋盤と特殊旋盤で、工作機械としては大型のものです。 

リスクグラフ法を使用してリスクアセスメントを行っていること、安全関連部のカテゴリ

に応じたリミットスイッチの選定等電気安全によるリスク低減化の実現等が特徴です。 

 

４ Ｄ社：クランク式自動餅撞き機（食品加工機械製造業） 

Ｄ社は、所属する業界団体主催のリスクアセスメント手法開発事業に参加したことを機に

自社内でリスクアセスメントの実施を推進してきたが、①近年の雇用形態の変化（機械の使

用者が熟練者からパート等の非熟練者にシフトしてきたこと）に伴って業界内で機械安全に

対する関心が一層高まってきたこと、②理化学用途の機械についてはリスクアセスメントが

不可欠になりつつあること、③今後の海外展開のために本格的に欧州ＣＥマーキングへの対

応を検討したいこと等の理由から、今回、本支援事業に参加したものです。 
そのような経緯から、これまでＤ社は、すでに各種セミナーなどに参加する等、独自にリ

スクアセスメントに関する情報収集に努めてきましたが、リスクアセスメントに対して必ず

しも理解が十分でないところがあったことから、リスク評価基準の確立を中心にリスクアセ

スメント全般について支援を実施したものです。 
支援を受けた D 社からは、分かり難かったリスク見積もりがはっきりするとともに、今回

のような支援があると実業務にリスクアセスメントを取り入れる時間が短縮できてよいと

の感想が出されています。 
 

５ Ｅ社：ベーカリー用オーブンコンベア（食品加工機械製造業） 

Ｅ社は、所属する業界団体からの情報により、安全な機械を設計・製造する必要を認識し、

本事業への参加を決めました。対象としたのは、電動リフト付きのパン焼きオーブンで、こ

の電動リフトによる機械的危険源に対するリスクアセスメントおよび保護方策を中心に支

援が行われました。リスクの見積り・評価は、支援専門家から提供された情報をもとにＥ社

内で検討を行い、被害の大きさ４段階と発生確率５段階をパラメータとするマトリクス方式

を採用しました。また、セフティマットによる安全防護の方策等を適用する際には、制御シ

ステムの安全関連部に対するリスク評価が行われ、適切なカテゴリの機器を選択するように

しています。制御カテゴリを導くためのリスク評価においても、マトリクス方式を用いてい

ます。 

 



６ Ｆ社：上包機、縦ピロー包装機（包装機械製造業） 

各種自動包装機械を主力製品とするＦ社は、海外に製品を展開することからＣＥマーキン

グ対応としてリスクアセスメントを始めており、今回対象とした事業場の中でも経験が深い

事業場といえます。支援においては、これまでも活用している（社）日本包装機械工業会の

「包装・荷造機械の安全基準－２００４」に示された方法をもとに、危険源の同定、リスク

の見積り、評価等を行いました。保護方策における制御カテゴリの選択や、使用上の情報提

供などについて、支援専門家のアドバイスがなされています。 

支援を受けた F 社は、これまでの取り組みについて専門家の眼で妥当性が確認できるとと

もに、修正すべきポイントを指摘してもらえて参考になったとしています。 

 

７ Ｇ社：小型、大型ベルトコンベヤ、駆動ローラコンベヤ（一般機械器具製造業） 

ベルトコンベヤを設計・製造する従業員約９０名の事業場で、標準品の３種類のコンベヤ

にリスクアセスメントを実施した事例です。今回の支援では一般的な機械的なリスク低減だ

けでなく、電気的不具合対策（感電防止）にも十分に目を向けたものとなっています。感電

防止策は、様々な分野で参考にしていただけます。また、短期間の支援にもかかわらず、金

属カバー類、各種警告標識等の作り直しを行ない適切な方策を実現させたことは機械安全取

り組みへの意気込みを感じるものです。リスクアセスメント前後の実例写真が参考になりま

す。 

 

８ Ｈ社：プラスティックフィルムコーティングマシーン（一般機械器具製作業） 

産業機械（製紙産業およびフィルム産業関連機械）を設計・製造する従業員約２８０名の

事業場で、フィルムコーティングマシーンにリスクアセスメントを実施した事例です。 

Ｈ社では、リスクアセスメントを行った経験がほとんどなかったため、まず支援専門家が

講師となり、勉強会を実施するところから始まり、制限仕様の指定ののち、危険源の同定、

リスク見積りと一歩一歩進めています。 

 

９ Ｉ社：砥石自動成型ライン［一次成型プレス機構、金型押出機構、反転ドラム機構、 

キャタピラベルトコンベヤ機構］（窯業・土石製品製造業） 

砥石自動成型ラインを内製している事業場で、機械メーカーであり、また機械ユーザー

でもある事例です。手作業で行っていた砥石の生産工程を自動化したものです。 

支援前は以下の状態でした。 

・危険源の同定時の表現が簡素すぎる 

・リスクの見積りの要素が不足している 

・リスク低減策は、警告標識が中心で不十分である 

これらが、支援後は危険源、危険状態、危険事象を明確にすることができたので、見積

りが容易となり、また、対策も考えやすいものとなりました。 

 

１０ Ｊ社：片開き式スクリーン印刷機、三次元式移動式スクリーン印刷機 

（一般機械器具製造業） 

印刷機械を製造・販売している従業員約１５０名の事業場で、２種類のスクリーン印刷機

のリスクアセスメント支援を行ったものです。 

対象とした機械は手動で紙やフィルムなどの被印刷物をセットするため、機械の可動部に

接近することが不可欠です。また、使用する版のフレームサイズが一定ではないため適切な

安全ガードの設置が困難であり、別の観点からリスク低減策を講ずる必要がありました。 

リスクアセスメントは、危害の程度５段階、発生確率５段階による積算法を採用していま

す。 

挟まれの危険源に対しては、フレームに触れたことを検知し稼働を停止するための独自の

機構を開発し、リスク低減措置を実現しています。 

 



１１ Ｋ社：電動リフト（一般機械器具製造業） 

コンベアやリフトなど物流機械を主に生産するＫ社は、これまでリフトについてリスクア

セスメントを行い、その結果に基づく措置を行なっていますが、リスク評価や保護方策の適

用などの妥当性を専門家の目で見てもらうことを目的に参加したものです。対象となるリフ

トは、Ｘ字型に交差するアームによりテーブルが上下するもので、上下する動きを制限する

メンテナンスバーによる防護が従前よりとられていました。支援専門家からは、これまで見

逃していたため追加すべき危険源があるかどうかやそれらに対する保護方策をどうするか

という視点での支援が行われました。 

 

１２ Ｌ社：合板の加工・搬送装置［投入機、コンベア、端面切断機］ 

（一般機械器具製造業） 

国内・海外への販売向けに製作している木材加工・搬送装置の事例です。リスクアセスメ

ントを始めたばかりの企業がよく陥りがちな間違ったやり方について分かりやすく解説を

しています。例えば、 

・危険源の同定： 

ローラに手を巻き込む → これだけでは、なぜ手を巻き込むのか分からない。 

これを具体的に記載することにより、見積りが容易になると共に、対策も検討しやすく

なる。作業抽出の漏れを無くすために作業区分を記載するようにすることで、作業項目の

抽出の漏れを少なくでき、リスクの特定の漏れを少なくできる。 

・リスクの再評価、残留リスク： 

残留リスクをリスクアセスメントの表の中に記載することでユーザーへの情報提供部

分が明確になる。 

現地支援のスタートで、専門家から機械リスクアセスメントの基本をＬ社の担当者全員

に講義したことで、認識が深まり、その後の支援もスムーズに進みました。 

 

１３ Ｍ社：舞台装置、疲労試験機（一般機械器具製造業） 

特殊な試験設備、舞台装置等の設計、製造および設置を行う従業員約１８０名の事業場に、

機械設備のリスクアセスメント支援をおこなったものです。 

対象とした機械はどちらも量産機ではなく、使用者の要求に応じて設計・製造を行う受注

生産品で、特殊なものです。 

特に、舞台装置については、装置内に人がいることが前提となるため、一般的な隔離の原

則を適用することは困難であり、一般に使われているものとは異なるリストを用いて危険源

の洗い出しを行っています。 

 

１４ Ｎ社：傾斜コンベヤ（一般機械器具製造業） 

各種コンベヤを製造するＮ社では、かねてよりＪＩＳＢ９７０２に基づくリスクアセスメ

ントに取り組んできましたが、これまで実施してきたリスクアセスメントおよび保護方策で

適切であったかどうかという視点で検証すべく、今回の支援事業に参加したものです。リス

クの見積りは、発生確率５段階、危害の大きさ４段階のマトリクス法を用いています。 

支援を受けたＮ社では、この支援を基に今後設計者だけでなく、営業担当者から組み立て

作業者までリスクアセスメントの考え方を浸透させ、安全な機械をユーザーに届けたいとし

ています。 

 

１５ Ｏ社：どら焼き焼成機（食品加工機械製造業） 

どら焼き焼成機を対象に支援を行ったＯ社は、海外市場も視野に入れて事業活動を展開し

ており、経営トップ自らが安全な機械を作らなくてはならないことを意識していました。 

本事業への参加についても、トップの決断であったとのことです。機械リスクアセスメン

トについては、本格的に取り組んだ経験が短いことから、支援専門家からは危険源の同定や

リスクの見積りについて見落とし等が指摘され、また、リスク低減のための保護方策の選定

などについても支援を行いました。なお、対象機械については、すでに市場に出ている機種

のため、既存の機械への追加のリスクアセスメントという視点で支援を進めたものです。 

 



１６ Ｐ社：アルミニウム合金押出し機、引っ張り矯正機、切断機（非鉄金属製造業） 

アルミニウム合金用押出プレスを使用している事業場が実施したリスクアセスメントで

す。事業場では数年前よりリスクアセスメントを導入しており、労働安全衛生マネジメント

システム（ＯＳＨＭＳ）の認証も取得しており、安全衛生については一定のレベルに達して

いる事業場です。 

一方で、機械の可動部を停止させずに実施せざるを得ない危険な作業もあり、その対策は

遅れがちになっていました。このような作業について専門家が指導しています。 

 

１７ Ｑ社：熱間圧延ライン（金属製品製造業） 

非鉄金属製品を製造するＱ社は、従前から実施してきた労働安全管理による生産設備に係

る災害防止に限界を感じ、機械包括安全指針等を踏まえた機械の安全化を目指すこととして

いました。今回の支援では、対象設備を非鉄金属板の熱間圧延ラインにおける圧延ロールと

搬送テーブルとし、機械設備使用事業場の立場としてリスクアセスメントの取り組み支援を

したものです。 

Ｑ社で、既に「危険性・有害性等の調査等に関する指針」に基づくリスクアセスメントの

実施基準を定めていましたが、機械包括安全指針に基づく保護方策の適用等の基準が不足し

ていたため、機械設備のリスクアセスメントの実施基準をこの機会に策定して、これに基づ

き取り組みを進めています。制御システムの安全関連部における制御カテゴリの検討も行っ

ています。 

 

１８ Ｒ社：フォーミングマシン、等速ジョイント加工機（一般機械器具製造業） 

一般機械器具製造業の事業場で、フォーミングマシン等のリスクアセスメント支援をおこ

なった事例です。 

この事業場では、十数年前にＣＥマーキングのために第三者認証を取得した経験がありま

したが、自社でリスクアセスメント手法を確立するために支援を受けました。 

リスクの評価は、マトリクス法を使うオーソドックスな手法ですが、リスクアセスメント

まとめ表に特徴があり、リスク低減策をどのように３ステップメソッドを用いて考えたかが

記録に残るようになっています 

また、十数年前には問題がないと考えられていた危険源が、現在の規格で見直したときに

必ずしもそうとはいえない例もあり、リスクアセスメントは繰り返し行い、安全を確認する

必要があることがわかります。 

 

１９ Ｓ社：化学産業分野用縦型混合攪拌機（食品加工機械製造業） 

リスクアセスメントの経験が皆無の機械メーカーが、自社製品（工業材料加工機械）につ

いて、以下の手順で検討を進めていった事例です。 

① 社内でリスクアセスメントを実施する 

② ①の結果について、専門家の指摘を受ける 

③ 専門家の意見を参考に、社内でリスクアセスメントを再実施する 

特に、リスクの見積り方法や低減策については、初心者が陥りやすい点を専門家が指摘し

ています。リスクアセスメントの多様な考え方の中のひとつとして、経験が浅い事業場には

大変参考になると思われる事例です。 

事業場ではリスクグラフを使用して評価を行なっていますが、本手法のメリットとデメリ

ットが同時に現れた事例となっています。リスクグラフの使用を検討されている事業場には

有効な情報です。 

 

２０ Ｔ社：粉詰め自動機（非鉄金属製品製造業） 

電子材料を焼成する前段階で行う容器内への仕切板と混合粉体の共詰め作業の自動化シス

テムを内製する従業員約５４０名の事業場でリスクアセスメントを実施した事例です。グル

ープ内の事業場に当機を製造供給する機械メーカーの立場での取り組みです。当機の仕様、

制限仕様が詳しく示されているのも参考になります。 

 



２１ Ｕ社：サイレントカッター（食品製造業） 

冷凍食品を製造している従業員約２８０名の会社において、購入・使用するサイレントカ

ッターに対して実施した支援結果をまとめた事例です。 

リスクアセスメントはマトリクス法により実施されました。Ｕ社では、使用する機械につ

いて、グループ会社で定めた安全基準に基づくチェックリストにより事前評価を行っていま

したが、リスクアセスメントの実施により潜在するリスクを見つけ出すための取り組みを始

めていました。 

実際にリスクアセスメントを行ってみると、安全基準に基づく保護方策が過大であったり、

不十分であったりで、それぞれのリスクに見合った低減措置を検討するために参考となる事

例です。 

 

２２ Ｖ社：真空蒸着機（一般機械器具製造業） 

レンズのコーティングなどに使う真空薄膜形成装置を製造している従業員約４００名の事

業場でリスクアセスメントを実施した事例です。すでに関連企業の機械安全専門家に依頼し

て製品の機械安全の勉強を始めていて、本支援事業でリスクアセスメントのより効率的な実

施方法の修得と製造する機械設備の安全レベル向上を目指したものです。 

基本的な機械設備のリスクアセスメントの考え方、見積り基準、保護方策の考え方等は十

分できていたので、支援としてはリスクアセスメント手法の細部、保護方策の妥当性と不足

部分に対するアドバイスを行ったもので、具体的な保護方策の実施例が参考になります。 




